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福
岡
県
の
財
務
書
類
に
つ
い
て
 

 

Ⅰ
 
概

 
 
要
 

 

１
．
趣

 
 
旨

 

本
県
の
財
務
状
況
に
つ
い
て
は
、
県
民
に
対
し
て
企
業
会
計
に
準
じ
た
財
務
情
報
を
提
供
し
て
い
く
た
め
、
総
務

省
が
示
し
た
全
国
統
一
的
な
基
準
に
よ
り
、
貸
借
対
照
表
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、
資
金
収
支

計
算
書
の
４
表
の
財
務
書
類
を
作
成
し
て
い
ま
す
。
 

な
お
、
詳
細
な
財
務
書
類
４
表
は
「
Ⅱ

 
財
務
書
類
４
表
」
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。
 

 ２
．
対

 
 
象
 

 
 
財
務
書
類
は
「
一
般
会
計
等
」
（
普
通
会
計
と
同
じ
会
計
が
対
象
）
、
「
県
全
体
」
及
び
「
連
結
」
の
３
区
分
に
よ

り
作
成
し
て
い
ま
す
。

 

一
般
会
計
等

 
一
般
会
計
及
び

1
2
特
別
会
計

 

県
 
全

 
体

 
一
般
会
計
等
、
公
営
事
業
３
会
計
（
県
営
埠
頭
施
設
整
備
運
営
事
業
、
国
民
健
康
保
険
、
※
流
域

下
水
道
事
業
）
及
び
公
営
企
業
４
会
計
（
病
院
事
業
、
電
気
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
、
工
業
用

地
造
成
事
業
）

 

連
結

 
県
全
体
、
公
立
大
学
法
人
、
公
社
及
び
県
の
財
政
的
関
与
度
が
高
い
外
郭
団
体

 

 

※
 
流
域
下
水
道
事
業
は
、
公
営
企
業
会
計
適
用
の
集
中
取
組
期
間
（
平
成

27
年
度
か
ら
令
和
元
年
度
）
に

お
い
て
、
統
一
的
な
基
準
に
よ
る
財
務
書
類
等
の
作
成
を
行
わ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
令
和
元

年
度
決
算
ま
で
は
対
象
か
ら
外
れ
ま
す
。
令
和
２
年
度
か
ら
公
営
企
業
会
計
が
適
用
さ
れ
ま
し
た
の
で
、

令
和
２
年
度
決
算
か
ら
、
統
一
的
な
基
準
に
よ
る
財
務
書
類
等
を
作
成
し
ま
す
。
 

  
（
連
結
対
象
の
団
体
）

 

 
区

 
 

 
分

 
 

 
法

 
 
 

 
 
 

 
人
 

 公
立
大
学
法
人

 
 

 福
岡
女
子
大
学
、
九
州
歯
科
大
学
、
福
岡
県
立
大
学

 

 公
社
 

 

 福
岡
県
道
路
公
社
、
福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
、
福
岡
県
住
宅
供
給
公
社

 

  外
郭
団
体

 

 (
公
財

)
福
岡
県
中
小
企
業
振
興
セ
ン
タ
ー
、

(
公
財

)
福
岡
県
教
育
文
化
奨
学
財

団
、
平
成
筑
豊
鉄
道

(
株
)
、
大
牟
田
リ
サ
イ
ク
ル
発
電

(株
)、
（
公
財
）
水
素
エ

ネ
ル
ギ
ー
製
品
研
究
試
験
セ
ン
タ
ー

 
外
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 ３
．
一
般
会
計
等
の
財
務
書
類
の
概
要
 

(
1
)
 
貸
借
対
照
表

 

県
が
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
所
有
し
て
い
る
財
産
（
資
産
）
と
、
そ
の
財
産
（
資
産
）
を
ど
の
よ
う

な
財
源
（
負
債
・
純
資
産
）
で
賄
っ
て
き
た
か
を
表
示
し
た
も
の
で
す
。
 

 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
  
 
  
 
  

 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

（
注

）
1 

（
 

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
 

（
 

 
 ）

2 
管

理
者

(県
)と

所
有

者
(国

)が
異

な
る

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
 

 
 

 
 

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

元
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
５

，
４

１
８

億
円

で
あ

る
。

 

  資
産
は
４
兆
６
，
７
４
０
億
円
、
負
債
は
４
兆
５
，
０
４
２
億
円
で
、
資
産
が
負
債
を
上
回
り
、
純
資
産
は
 

１
，
６
９
８
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

 

固
定
資
産
は
、
資
産
形
成
に
投
じ
た
金
額
よ
り
減
価
償
却
費
が
多
く
な
っ
た
た
め
、
有
形
固
定
資
産
が
４
２
９
億

円
減
少
し
ま
し
た
。
ま
た
、
投
資
そ
の
他
の
資
産
は
、
地
方
債
の
満
期
一
括
償
還
に
備
え
て
積
み
立
て
て
い
る
減
債

基
金
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
４
０
４
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

 

流
動
資
産
は
、
基
金
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
９
１
億
円
減
少
し
ま
し
た
。
 

そ
の
結
果
、
資
産
合
計
Ａ
は
、
１
１
６
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

 

固
定
負
債
は
、
豪
雨
災
害
復
旧
・
復
興
対
策
の
地
方
債
等
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
７
９
４
億
円
増
加
し
ま
し

た
。
 

流
動
負
債
は
、
１
年
内
償
還
予
定
地
方
債
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
２
４
０
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

 

そ
の
結
果
、
負
債
合
計
Ｂ
は
１
，
０
３
４
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

 

資
産
か
ら
負
債
を
差
し
引
い
た
純
資
産
Ｃ
は
、
１
，
１
５
０
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。
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Ｃ
　

（
Ａ

－
Ｂ

）
基

金
（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

投
資

そ
の

他
の

資
産

投
資

及
び

出
資

金

負
債

合
計

　
Ｂ

長
期

貸
付

金

そ
の

他

流
動

負
債

基
金

（
流

動
性

が
低

い
も

の
）

そ
の

他

流
動

資
産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

無
形

固
定

資
産

3
7
,2

2
0

固
定

資
産

固
定

負
債

△
 5

6

そ
の

他
イ

ン
フ

ラ
資

産
（
道

路
、

砂
防

等
）

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

有
形

固
定

資
産

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）
5
,9

6
2

科
　

　
　

目
金

　
　

額

令
和

元
年

度
平

成
3
0
年

度
増

減

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金

科
　

　
　

目

6
,0

1
8

3
8
,1

1
9

8
9
9

金
　

　
額

増
減

令
和

元
年

度
平

成
3
0
年

度

（
単

位
：
億

円
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 (
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
 

資
産
形
成
に
結
び
つ
か
な
い
１
年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上
で
用
い
ら
れ
た
人
件
費
、
物
件
費
、
補

助
金
な
ど
の
経
費
が
使
用
料
と
い
っ
た
受
益
者
負
担
な
ど
の
収
益
で
賄
わ
れ
た
か
を
表
示
し
た
も
の
で
す
。
 

な
お
、
純
行
政
コ
ス
ト
は
、
税
収
、
地
方
交
付
税
、
国
等
補
助
金
な
ど
で
賄
う
額
を
表
し
て
い
ま
す
。

 

 

 
 

経
常
費
用
Ａ
は
、
２
２
５
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
幼
稚
園
、
保
育
所
等
の
保
育
料
の
無
償
化
が
開

始
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
補
助
金
等
が
増
加
し
た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。
 

臨
時
損
失
Ｄ
は
、
１
２
９
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
豪
雨
災
害
対
策
に
よ
り
災
害
復
旧
事
業
費
が
増

加
し
た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

 

こ
れ
ら
の
差
引
に
よ
り
純
行
政
コ
ス
ト
Ｆ
は
、
３
９
５
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
 

 
 

 
(
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

純
資

産
（
資

産
－

負
債

）
が

１
年

間
で

ど
う

変
動

し
た

か
を

表
示

し
た

も
の

で
す

。
行

政
コ

ス
ト
計

算
書

で
算

定
さ

れ
た

純

行
政

コ
ス

ト
を

税
収

、
地

方
交

付
税

、
国

等
補

助
金

な
ど

の
財

源
で

ど
う

賄
わ

れ
て

い
る

の
か

明
ら

か
に

し
て

い
ま

す
。
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用
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平
成

3
0
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨
時

利
益

　
Ｅ

経
常

費
用

　
Ａ

令
和

元
年

度
科

　
　

　
目

純
行

政
コ

ス
ト

　
Ｆ

（
Ｃ

+
Ｄ

-
Ｅ

）

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ｃ

（
A

－
Ｂ

）

臨
時

損
失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

Ｄ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経
常

収
益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

Ｂ

2
,8

4
8

(
1
7
,2

4
6

)
△

 1
2
,9

6
8

1
1
,8

0
5

9
,7

9
3

2
,0

1
2

△
 1

,1
6
3 0

1
3

△
 1

,1
5
0

(
△

 8
0
3

)
1
,6

9
8

(
1
6
,4

4
3

)

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

国
等

補
助

金
税

収
等

（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）
財

源
　

Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）
資

産
評

価
差

額
　

Ｅ
無

償
所

管
換

等
　

Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

科
　

　
　

目
（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ
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 (
4
)
 
資
金
収
支
計
算
書
 

現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
そ
の
収
支
を
性
質
に
応
じ
て
、
業
務
活
動
収
支
、
投
資
活
動
収
支
、
財
務
活

動
収
支
に
区
分
し
て
表
示
し
た
も
の
で
す
。
 

 

（
単

位
：
億

円
）

1
3
,9

1
1

7
,5

8
0

人
件

費
支

出
3
,9

9
8

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

1
,5

3
9

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

2
,0

4
3

6
,3

3
1

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）
5
,3

5
0

そ
の

他
の

支
出

9
8
1

1
3
,5

9
6

1
1
,4

6
8

1
,6

7
6

4
5
2

2
6
8

2
6
8

1
5
1

△
 4

3
2

(
△

 8
5

)

2
,6

8
2

5
1
6

1
,0

9
3

1
,0

7
3

1
,9

6
0

1
8
5

6
0
4

1
,1

6
4 7

△
 7

2
2

3
,1

3
8

3
,1

3
8

4
,2

7
6

4
,2

7
6

1
,1

3
8

(
7
9
1

)

△
 1

6

(
△

 1
6

)

4
1
8

4
0
2

7
9

△
 1

3

6
6

4
6
8

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

　
Ｊ（

Ｆ
＋

Ｉ）

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前
年

度
末

資
金

残
高

　
Ｅ

本
年

度
末

資
金

残
高

　
Ｆ

（
Ｄ

＋
Ｅ

）

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
　

Ｇ

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
　

Ｈ

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
　

Ｉ（
Ｇ

＋
Ｈ

）

本
年

度
資

金
収

支
額

　
Ｄ

（
Ａ

＋
Ｂ

＋
Ｃ

）

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投
資

活
動

収
支

　
Ｂ

【
財

務
活

動
収

支
】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入

財
務

活
動

収
支

　
Ｃ

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出

臨
時

収
入

業
務

活
動

収
支

　
Ａ

【
投

資
活

動
収

支
】
(固

定
資

産
の

取
得

や
売

却
、

貸
付

金
の

貸
付

や
回

収
等

に
係

る
資

金
収

支
)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【
業

務
活

動
収

支
】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入
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 ４
．
県
全
体
の
財
務
書
類
の
概
要
 

 
(
1
)
 
貸
借
対
照
表
 

 

（
注

）
1 

（
 

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
 

（
 

 
 ）

2 
管

理
者

(県
)と

所
有

者
(国

)が
異

な
る

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
 

 
 

 
 

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

元
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
５

，
４

１
８

億
円

で
あ

る
。

 
 
 
 

 

(
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
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位
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金
　

　
額

増
減

令
和

元
年

度
平

成
3
0
年

度

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金
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目
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5
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科
　

　
　

目
金
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形
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資
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8
2

4
0
9

7
3

1
0
,5

9
6

1
0
,5

0
4

9
2

9
,9

2
1

9
,8

7
2

4
9

6
7
5

6
3
2

4
3

5
3
6

5
4
5

△
 9

1
6
,9

6
9

1
6
,6

3
2

3
3
7

3
4
7

2
1
8

1
2
9

7
9

△
 2

1
7
,3

0
9

1
6
,8

4
2

4
6
7

純
行

政
コ

ス
ト

　
Ｆ

（
Ｃ

+
Ｄ

-
Ｅ

）

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ｃ

（
A

－
Ｂ

）

臨
時

損
失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

Ｄ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経
常

収
益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

Ｂ

平
成

3
0
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨
時

利
益

　
Ｅ

経
常

費
用

　
Ａ

令
和

元
年

度
科

　
　

　
目
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(
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

 

 
(
4
)
 
資
金
収
支
計
算
書
 

 

 
 

3
,0

3
3

(
1
7
,4

3
0

)
△

 1
7
,3

0
9

1
6
,0

7
7

1
2
,4

7
3

3
,6

0
4

△
 1

,2
3
2 0

1
0
3

△
 1

,1
2
9

(
△

 7
8
2

)
1
,9

0
4

(
1
6
,6

4
8

)

(注
) 
　

 (
 　

)書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

科
　

　
　

目
（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

国
等

補
助

金
税

収
等

（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）
財

源
　

Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）
資

産
評

価
差

額
　

Ｅ
無

償
所

管
換

等
　

Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

（
単

位
：
億

円
）

1
8
,3

4
8

7
,7

6
4

人
件

費
支

出
4
,0

0
5

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

1
,5

9
2

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

2
,1

6
7

1
0
,5

8
4

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）
9
,9

0
9

そ
の

他
の

支
出

6
7
5

1
7
,9

6
3

1
4
,1

4
6

3
,2

8
8

5
2
9

2
6
8

2
6
8

1
5
1

△
 5

0
2

(
△

 1
5
5

)

2
,7

4
2

5
7
6

1
,0

9
2

1
,0

7
4

1
,9

9
6

1
8
2

6
1
5

1
,1

6
5

3
4

△
 7

4
6

3
,2

5
8

3
,2

5
8

4
,4

2
9

4
,4

2
9

1
,1

7
1

(
8
2
4

)

△
 7

7

(
△

 7
7

)

5
9
4

5
1
7

7
9

△
 1

4

6
6

5
8
3

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

　
Ｊ（

Ｆ
＋

Ｉ）

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前
年

度
末

資
金

残
高

　
Ｅ

本
年

度
末

資
金

残
高

　
Ｆ

（
Ｄ

＋
Ｅ

）

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
　

Ｇ

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
　

Ｈ

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
　

Ｉ（
Ｇ

＋
Ｈ

）

本
年

度
資

金
収

支
額

　
Ｄ

（
Ａ

＋
Ｂ

＋
Ｃ

）

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投
資

活
動

収
支

　
Ｂ

【
財

務
活

動
収

支
】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出
等

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入
等

財
務

活
動

収
支

　
Ｃ

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
等

臨
時

収
入

業
務

活
動

収
支

　
Ａ

【
投

資
活

動
収

支
】
(固

定
資

産
の

取
得

や
売

却
、

貸
付

金
の

貸
付

や
回

収
等

に
係

る
資

金
収

支
)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【
業

務
活

動
収

支
】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入
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 ５
．
連
結
の
財
務
書
類
の
概
要

 

 
(
1
)
 
貸
借
対
照
表
 

 
（
注

）
1 

（
 

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
 

（
 

 
 

注
）
2
 

管
理

者
(県

)と
所

有
者

(国
)が

異
な

る
「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
 

計
上

さ
れ

て
い

な
い

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

元
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
５

，
４

１
８

億
円

で
あ

る
。

 
 
 
 

 

(
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
 

 
  

 

5
9
,1

4
3

5
8
,9

0
8

2
3
5

5
2
,3

2
4

5
1
,0

5
8

1
,2

6
6

5
2
,6

9
0

5
3
,0

4
7

△
 3

5
7

2
,9

5
4

3
,0

5
4

△
 1

0
0

4
5
,7

1
3

4
5
,9

9
8

△
 2

8
5

6
,2

2
5

5
,8

3
7

3
8
8

1
3
7

1
4
0

△
 3

6
,3

1
6

5
,7

2
1

5
9
5

4
,7

0
4

4
,7

7
2

△
 6

8

2
8
2

3
0
1

△
 1

9
3
,9

7
5

4
,0

4
2

△
 6

7

4
4
8

4
9
3

△
 4

5
3
0
2

2
8
4

1
8

5
,5

0
7

4
,8

6
0

6
4
7

4
2
7

4
4
6

△
 1

9

7
9

6
7

1
2

1
,2

8
1

1
,4

2
5

△
 1

4
4

5
7
,0

2
8

5
5
,8

3
0

1
,1

9
8

7
2
8

8
1
7

△
 8

9
（

4
2
,2

8
3

）
（

4
1
,4

3
2

）
（

8
5
1

）

3
0
5

3
4
8

△
 4

3
3
,3

9
6

4
,5

0
3

△
 1

,1
0
7

2
4
8

2
6
0

△
 1

2
（

1
8
,1

4
1

）
（

1
8
,9

0
1

）
（

△
 7

6
0

）

6
0
,4

2
4

6
0
,3

3
3

9
1

（
6
0
,4

2
4

）
（

6
0
,3

3
3

）
（

9
1

）

9
7
8

流
動

負
債

4
2
,1

6
7

退
職

手
当

引
当

金

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）
4
3
,1

4
5

負
債

・
純

資
産

合
計

　
Ｄ

　
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

現
金

預
金

基
金

（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

純
資

産
　

Ｃ
　

（
Ａ

－
Ｂ

）
そ

の
他

負
債

合
計

　
Ｂ

流
動

資
産

・
繰

延
資

産

資
産

合
計

　
Ａ

6
0
,4

2
4

6
0
,3

3
3

9
1

投
資

そ
の

他
の

資
産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

投
資

及
び

出
資

金

そ
の

他

長
期

貸
付

金

基
金

（
流

動
性

が
低

い
も

の
）

そ
の

他

賞
与

等
引

当
金

固
定

資
産

固
定

負
債

有
形

固
定

資
産

イ
ン

フ
ラ

資
産

（
道

路
、

砂
防

等
）

そ
の

他

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）
6
,9

7
7

無
形

固
定

資
産

7
,0

4
9

△
 7

2

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

元
年

度
平

成
3
0
年

度
増

減
令

和
元

年
度

平
成

3
0
年

度
増

減

1
8
,3

1
0

1
8
,0

0
0

3
1
0

7
,7

6
5

7
,5

4
1

2
2
4

4
,0

0
7

3
,9

9
5

1
2

職
員

給
与

費
3
,4

0
8

3
,3

9
6

1
2

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
5
9
9

5
9
9

0

2
,8

3
9

2
,6

7
7

1
6
2

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

8
9
5

9
1
8

△
 2

3

維
持

補
修

費
等

9
8
5

7
9
4

1
9
1

減
価

償
却

費
9
5
9

9
6
5

△
 6

9
1
9

8
6
9

5
0

1
0
,5

4
5

1
0
,4

5
9

8
6

9
,8

7
1

9
,8

2
7

4
4

6
7
4

6
3
2

4
2

1
,3

2
9

1
,3

5
0

△
 2

1

1
6
,9

8
1

1
6
,6

5
0

3
3
1

3
3
4

2
3
2

1
0
2

1
4

1
4

0

1
7
,3

0
1

1
6
,8

6
8

4
3
3

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

令
和

元
年

度
平

成
3
0
年

度
増

減

経
常

費
用

　
Ａ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

純
行

政
コ

ス
ト

　
Ｆ

（
Ｃ

＋
Ｄ

－
Ｅ

）

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

　
Ｃ

（
A

－
B

）

臨
時

損
失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

Ｄ

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経
常

収
益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

Ｂ

臨
時

利
益

　
Ｅ
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 (
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

 
 

 

4
,5

0
3

（
1
8
,9

0
1

）

△
 1

7
,3

0
1

1
6
,0

9
8

1
2
,4

7
5

3
,6

2
3

△
 1

,2
0
3 0

9
6

△
 1

,1
0
7

（
△

 7
6
0

）

3
,3

9
6

（
1
8
,1

4
1

）

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
額

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

財
源

　
Ｃ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

国
等

補
助

金

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ
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Ⅱ

 
財
務
書
類
４
表
 

 １
．
一
般
会
計
等
の
財
務
書
類

 

(
1
)
 
貸
借
対
照
表
 

 
 
（
令
和

2
年

3
月

3
1
日
現
在
）
 

 
 

 

（
単

位
：

百
万

円
）

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

固
定

資
産

4
,
5
9
3
,
1
3
4

固
定

負
債

4
,
1
0
8
,
9
7
3

有
形

固
定

資
産

3
,
7
7
4
,
5
4
7

地
方

債
3
,
8
1
1
,
9
3
4

事
業

用
資

産
5
9
0
,
8
0
2

長
期

未
払

金
1
,
0
2
2

土
地

2
0
4
,
3
5
4

退
職

手
当

引
当

金
2
9
4
,
5
8
9

立
木

竹
1
4
,
8
6
0

損
失

補
償

等
引

当
金

1
,
3
2
1

建
物

7
9
3
,
2
3
0

そ
の

他
1
0
7

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
4
6
9
,
8
7
3

流
動

負
債

3
9
5
,
1
8
3

工
作

物
1
1
9
,
8
8
3

1
年

内
償

還
予

定
地

方
債

3
3
7
,
3
7
6

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
7
9
,
3
8
2

未
払

金
6
5
3

船
舶

3
,
8
4
7

未
払

費
用

-

船
舶

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
0
3
3

前
受

金
-

浮
標

等
1
,
6
9
1

前
受

収
益

-

浮
標

等
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
8
6

賞
与

等
引

当
金

3
0
,
1
3
6

航
空

機
-

預
り

金
2
7
,
0
1
8

航
空

機
減

価
償

却
累

計
額

-
そ

の
他

-

そ
の

他
-

4
,
5
0
4
,
1
5
6

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

-
【

純
資

産
の

部
】

建
設

仮
勘

定
6
,
1
1
2

固
定

資
産

等
形

成
分

4
,
6
2
3
,
9
2
6

イ
ン

フ
ラ

資
産

3
,
1
7
8
,
3
8
2

余
剰

分
（

不
足

分
）

△
 
4
,
4
5
4
,
1
0
1

土
地

6
5
5
,
9
8
6

建
物

1
6
,
5
7
7

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
7
,
3
5
5

工
作

物
4
,
3
3
2
,
4
8
4

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
,
9
6
5
,
8
5
2

そ
の

他
-

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

-

建
設

仮
勘

定
1
4
6
,
5
4
1

物
品

1
0
,
4
1
5

物
品

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
,
0
5
2

無
形

固
定

資
産

1
1
9

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
1
4

そ
の

他
5

投
資

そ
の

他
の

資
産

8
1
8
,
4
6
8

投
資

及
び

出
資

金
2
0
7
,
5
5
7

有
価

証
券

3
9
5

出
資

金
2
0
7
,
1
6
2

そ
の

他
-

投
資

損
失

引
当

金
△

 
6
0

長
期

延
滞

債
権

1
0
,
6
4
8

長
期

貸
付

金
8
0
,
4
2
9

基
金

5
2
0
,
8
0
5

減
債

基
金

4
5
5
,
4
1
7

そ
の

他
6
5
,
3
8
8

そ
の

他
-

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
9
1
2

流
動

資
産

8
0
,
8
4
7

現
金

預
金

4
6
,
7
8
0

未
収

金
3
,
6
4
2

短
期

貸
付

金
2
9
2

基
金

3
0
,
5
0
0

財
政

調
整

基
金

8
,
4
4
5

減
債

基
金

2
2
,
0
5
5

棚
卸

資
産

-

そ
の

他
-

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
3
6
7

1
6
9
,
8
2
5

4
,
6
7
3
,
9
8
1

4
,
6
7
3
,
9
8
1

科
目

金
額

科
目

金
額

負
債

合
計

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計
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 (
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
 

自
 
平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 
令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

 
 

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
,
3
0
8
,
0
6
6

業
務
費
用

6
7
5
,
9
2
4

人
件
費

3
9
1
,
6
0
4

職
員
給
与
費

3
3
1
,
8
3
8

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

3
0
,
1
3
6

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
4
,
0
5
1

そ
の
他

5
,
5
7
9

物
件
費
等

2
4
6
,
4
5
0

物
件
費

7
4
,
3
8
9

維
持
補
修
費

8
0
,
4
9
1

減
価
償
却
費

9
1
,
5
1
3

そ
の
他

5
7

そ
の
他
の
業
務
費
用

3
7
,
8
7
0

支
払
利
息

3
1
,
1
3
2

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

8
1
1

そ
の
他

5
,
9
2
8

移
転
費
用

6
3
2
,
1
4
1

補
助
金
等

5
3
4
,
0
0
5

社
会
保
障
給
付

5
6
,
8
5
3

他
会
計
へ
の
繰
出
金

3
4
,
4
3
8

そ
の
他

6
,
8
4
5

経
常
収
益

4
5
,
3
3
7

使
用
料
及
び
手
数
料

2
4
,
0
1
4

そ
の
他

2
1
,
3
2
4

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

1
,
2
6
2
,
7
2
8

臨
時
損
失

3
4
,
6
5
6

災
害
復
旧
事
業
費

2
6
,
8
1
4

資
産
除
売
却
損

3
,
0
0
4

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

8
損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

1
0
7

そ
の
他

4
,
7
2
3

臨
時
利
益

6
3
3

資
産
売
却
益

6
3
3

そ
の
他

-

純
行
政
コ
ス
ト

1
,
2
9
6
,
7
5
1

科
目

金
額
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(
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

自
 

平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 

令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

 

 
 

（
単

位
：

百
万

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
2
8
4
,
8
2
2

4
,
6
3
0
,
8
7
3

△
 
4
,
3
4
6
,
0
5
0

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
△

 
1
,
2
9
6
,
7
5
1

△
 
1
,
2
9
6
,
7
5
1

財
源

1
,
1
8
0
,
4
4
8

1
,
1
8
0
,
4
4
8

税
収

等
9
7
9
,
2
5
3

9
7
9
,
2
5
3

国
県

等
補

助
金

2
0
1
,
1
9
4

2
0
1
,
1
9
4

本
年

度
差

額
△

 
1
1
6
,
3
0
4

△
 
1
1
6
,
3
0
4

固
定

資
産

等
の

変
動

（
内

部
変

動
）

△
 
8
,
2
5
3

8
,
2
5
3

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

5
1
,
6
1
5

△
 
5
1
,
6
1
5

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

△
 
9
7
,
4
6
6

9
7
,
4
6
6

貸
付

金
・

基
金

等
の

増
加

2
1
7
,
7
5
4

△
 
2
1
7
,
7
5
4

貸
付

金
・

基
金

等
の

減
少

△
 
1
8
0
,
1
5
5

1
8
0
,
1
5
5

資
産

評
価

差
額

-
-

無
償

所
管

換
等

1
,
3
0
6

1
,
3
0
6

そ
の

他
-

-
-

本
年

度
純

資
産

変
動

額
△

 
1
1
4
,
9
9
8

△
 
6
,
9
4
7

△
 
1
0
8
,
0
5
1

本
年

度
末

純
資

産
残

高
1
6
9
,
8
2
5

4
,
6
2
3
,
9
2
6

△
 
4
,
4
5
4
,
1
0
1

科
目

合
計

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分
（

不
足

分
）
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 (
4
)
 
資
金
収
支
計
算
書
 

自
 

平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 

令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

 
 

（
単

位
：

百
万

円
）

【
業

務
活

動
収

支
】

業
務

支
出

1
,
3
9
1
,
0
8
4

業
務

費
用

支
出

7
5
8
,
0
0
1

人
件

費
支

出
3
9
9
,
8
4
8

物
件

費
等

支
出

1
5
3
,
8
2
0

支
払

利
息

支
出

3
1
,
1
3
2

そ
の

他
の

支
出

1
7
3
,
2
0
1

移
転

費
用

支
出

6
3
3
,
0
8
4

補
助

金
等

支
出

5
3
4
,
9
4
7

社
会

保
障

給
付

支
出

5
6
,
8
5
3

他
会

計
へ

の
繰

出
支

出
3
4
,
4
3
8

そ
の

他
の

支
出

6
,
8
4
5

業
務

収
入

1
,
3
5
9
,
5
4
3

税
収

等
収

入
1
,
1
4
6
,
7
5
9

国
県

等
補

助
金

収
入

1
6
7
,
5
8
8

使
用

料
及

び
手

数
料

収
入

2
3
,
9
9
4

そ
の

他
の

収
入

2
1
,
2
0
3

臨
時

支
出

2
6
,
8
1
4

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
2
6
,
8
1
4

そ
の

他
の

支
出

-
臨

時
収

入
1
5
,
0
7
7

業
務

活
動

収
支

△
 
4
3
,
2
7
8

【
投

資
活

動
収

支
】

投
資

活
動

支
出

2
6
8
,
1
5
5

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

5
1
,
6
1
5

基
金

積
立

金
支

出
1
0
6
,
9
2
0

投
資

及
び

出
資

金
支

出
3
7
9

貸
付

金
支

出
1
0
9
,
2
4
2

そ
の

他
の

支
出

-
投

資
活

動
収

入
1
9
5
,
9
9
2

国
県

等
補

助
金

収
入

1
8
,
5
3
0

基
金

取
崩

収
入

6
0
,
3
7
5

貸
付

金
元

金
回

収
収

入
1
1
6
,
4
2
9

資
産

売
却

収
入

6
5
8

そ
の

他
の

収
入

-
投

資
活

動
収

支
△

 
7
2
,
1
6
3

【
財

務
活

動
収

支
】

財
務

活
動

支
出

3
1
3
,
7
6
3

地
方

債
償

還
支

出
3
1
3
,
7
2
6

そ
の

他
の

支
出

3
7

財
務

活
動

収
入

4
2
7
,
6
4
4

地
方

債
発

行
収

入
4
2
7
,
6
4
4

そ
の

他
の

収
入

-
財

務
活

動
収

支
1
1
3
,
8
8
1

△
 
1
,
5
6
0

4
1
,
7
6
9

4
0
,
2
0
8

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
7
,
9
4
5

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
△

 
1
,
3
7
4

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
6
,
5
7
1

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

4
6
,
7
8
0

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高科

目
金

額

本
年

度
資

金
収

支
額
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 ２
．
県
全
体
の
財
務
書
類
 

(
1
)
 
貸
借
対
照
表
 

 
 
（
令
和

2
年

3
月

3
1
日
現
在
）
 

 

（
単

位
：

百
万

円
）

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

固
定

資
産

4
,
6
7
1
,
8
5
3

固
定

負
債

4
,
1
8
2
,
2
9
4

有
形

固
定

資
産

3
,
8
2
9
,
8
9
0

地
方

債
等

3
,
8
7
3
,
4
0
3

事
業

用
資

産
5
9
4
,
1
5
0

長
期

未
払

金
1
,
0
2
2

土
地

2
0
4
,
7
4
7

退
職

手
当

引
当

金
2
9
4
,
9
6
6

土
地

減
損

損
失

累
計

額
0

損
失

補
償

等
引

当
金

1
,
3
2
1

立
木

竹
1
4
,
8
6
0

そ
の

他
1
1
,
5
8
2

立
木

竹
減

損
損

失
累

計
額

0
流

動
負

債
4
0
4
,
0
3
1

建
物

8
0
1
,
3
6
4

1
年

内
償

還
予

定
地

方
債

等
3
4
3
,
1
8
6

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
4
7
5
,
1
3
0

未
払

金
1
,
5
7
1

建
物

減
損

損
失

累
計

額
0

未
払

費
用

1
2
6

工
作

物
1
2
0
,
2
3
9

前
受

金
1
,
6
1
9

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
7
9
,
7
1
4

前
受

収
益

0

工
作

物
減

損
損

失
累

計
額

0
賞

与
等

引
当

金
3
0
,
1
8
8

船
舶

3
,
8
4
7

預
り

金
2
7
,
0
2
6

船
舶

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
0
3
3

そ
の

他
3
1
6

船
舶

減
損

損
失

累
計

額
0

4
,
5
8
6
,
3
2
6

浮
標

等
1
,
7
4
5

【
純

資
産

の
部

】

浮
標

等
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
8
8

固
定

資
産

等
形

成
分

4
,
7
0
2
,
8
0
4

浮
標

等
減

損
損

失
累

計
額

0
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
4
,
5
1
2
,
4
0
8

航
空

機
0

航
空

機
減

価
償

却
累

計
額

0

航
空

機
減

損
損

失
累

計
額

0

そ
の

他
0

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

0

そ
の

他
減

損
損

失
累

計
額

0

建
設

仮
勘

定
6
,
1
1
2

イ
ン

フ
ラ

資
産

3
,
2
3
0
,
2
1
7

土
地

6
6
9
,
1
5
5

土
地

減
損

損
失

累
計

額
0

建
物

1
8
,
0
1
0

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
8
,
1
7
8

建
物

減
損

損
失

累
計

額
0

工
作

物
4
,
3
5
9
,
6
1
9

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
,
9
8
2
,
9
8
7

工
作

物
減

損
損

失
累

計
額

0

そ
の

他
1
0
,
8
1
0

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

△
 
6
,
7
9
1

そ
の

他
減

損
損

失
累

計
額

0

建
設

仮
勘

定
1
7
0
,
5
8
0

物
品

1
1
,
4
7
5

物
品

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
,
9
5
3

物
品

減
損

損
失

累
計

額
0

無
形

固
定

資
産

1
3
,
2
2
6

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
1
4

そ
の

他
1
3
,
1
1
2

投
資

そ
の

他
の

資
産

8
2
8
,
7
3
6

投
資

及
び

出
資

金
2
0
6
,
9
9
2

有
価

証
券

3
9
5

出
資

金
2
0
6
,
5
9
7

そ
の

他
0

投
資

損
失

引
当

金
△

 
6
0

長
期

延
滞

債
権

1
0
,
6
4
8

長
期

貸
付

金
8
1
,
8
0
9

基
金

5
3
0
,
1
9
9

減
債

基
金

4
5
5
,
4
1
7

そ
の

他
7
4
,
7
8
2

そ
の

他
6
0

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
9
1
2

流
動

資
産

1
0
4
,
8
6
9

現
金

預
金

5
8
,
2
5
1

未
収

金
4
,
8
1
9

短
期

貸
付

金
4
5
1

基
金

3
0
,
5
0
0

財
政

調
整

基
金

8
,
4
4
5

減
債

基
金

2
2
,
0
5
5

棚
卸

資
産

1
1
,
1
6
0

そ
の

他
9
8

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
4
1
0

繰
延

資
産

0
1
9
0
,
3
9
6

4
,
7
7
6
,
7
2
1

4
,
7
7
6
,
7
2
1

科
目

金
額

科
目

金
額

負
債

合
計

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

79
令
和
２
年
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月
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日
　
金
曜
日

増
刊
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 (
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
 

自
 
平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 
令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

 

 
 

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
,
7
5
0
,
4
7
2

業
務
費
用

6
9
0
,
8
7
4

人
件
費

3
9
2
,
2
4
3

職
員
給
与
費

3
3
2
,
3
7
9

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

3
0
,
1
8
6

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
4
,
0
9
9

そ
の
他

5
,
5
7
9

物
件
費
等

2
5
0
,
4
6
9

物
件
費

7
5
,
0
8
2

維
持
補
修
費

8
0
,
9
8
1

減
価
償
却
費

9
2
,
9
7
3

そ
の
他

1
,
4
3
3

そ
の
他
の
業
務
費
用

4
8
,
1
6
2

支
払
利
息

3
1
,
3
6
2

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

8
1
1

そ
の
他

1
5
,
9
9
0

移
転
費
用

1
,
0
5
9
,
5
9
8

補
助
金
等

9
9
2
,
1
1
1

社
会
保
障
給
付

5
6
,
8
5
3

他
会
計
へ
の
繰
出
金

3
,
7
7
6

そ
の
他

6
,
8
5
8

経
常
収
益

5
3
,
5
5
8

使
用
料
及
び
手
数
料

2
8
,
8
9
6

そ
の
他

2
4
,
6
6
2

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

1
,
6
9
6
,
9
1
4

臨
時
損
失

3
4
,
6
6
8

災
害
復
旧
事
業
費

2
6
,
8
1
4

資
産
除
売
却
損

3
,
0
0
4

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

8
損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

1
0
7

そ
の
他

4
,
7
3
4

臨
時
利
益

7
2
2

資
産
売
却
益

6
3
3

そ
の
他

8
9

純
行
政
コ
ス
ト

1
,
7
3
0
,
8
5
9

科
目

金
額
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２
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金
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 (
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

自
 

平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 

令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

  

 
 

（
単

位
：

百
万

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
3
0
3
,
2
5
4

4
,
6
9
8
,
1
8
7

△
 
4
,
3
9
4
,
9
3
3

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
△

 
1
,
7
3
0
,
8
5
9

△
 
1
,
7
3
0
,
8
5
9

財
源

1
,
6
0
7
,
6
5
5

1
,
6
0
7
,
6
5
5

税
収

等
1
,
2
4
7
,
2
4
0

1
,
2
4
7
,
2
4
0

国
県

等
補

助
金

3
6
0
,
4
1
5

3
6
0
,
4
1
5

本
年

度
差

額
△

 
1
2
3
,
2
0
4

△
 
1
2
3
,
2
0
4

固
定

資
産

等
の

変
動

（
内

部
変

動
）

△
 
7
,
3
3
1

7
,
3
3
1

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

5
7
,
5
6
4

△
 
5
7
,
5
6
4

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

△
 
1
0
1
,
3
2
6

1
0
1
,
3
2
6

貸
付

金
・

基
金

等
の

増
加

2
1
7
,
8
4
1

△
 
2
1
7
,
8
4
1

貸
付

金
・

基
金

等
の

減
少

△
 
1
8
1
,
4
1
0

1
8
1
,
4
1
0

資
産

評
価

差
額

0
0

無
償

所
管

換
等

1
0
,
3
4
6

1
0
,
3
4
6

そ
の

他
0

1
,
6
0
2

△
 
1
,
6
0
2

本
年

度
純

資
産

変
動

額
△

 
1
1
2
,
8
5
8

4
,
6
1
7

△
 
1
1
7
,
4
7
5

本
年

度
末

純
資

産
残

高
1
9
0
,
3
9
6

4
,
7
0
2
,
8
0
4

△
 
4
,
5
1
2
,
4
0
8

科
目

合
計

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分
（

不
足

分
）
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 (
4
)
 
資
金
収
支
計
算
書
 

自
 

平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 

令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

（
単

位
：

百
万

円
）

【
業

務
活

動
収

支
】

業
務

支
出

1
,
8
3
4
,
7
9
8

業
務

費
用

支
出

7
7
6
,
4
1
9

人
件

費
支

出
4
0
0
,
5
1
0

物
件

費
等

支
出

1
5
9
,
2
2
4

支
払

利
息

支
出

3
1
,
3
6
2

そ
の

他
の

支
出

1
8
5
,
3
2
3

移
転

費
用

支
出

1
,
0
5
8
,
3
7
9

補
助

金
等

支
出

9
9
0
,
8
9
1

社
会

保
障

給
付

支
出

5
6
,
8
5
3

他
会

計
へ

の
繰

出
支

出
3
,
7
7
6

そ
の

他
の

支
出

6
,
8
5
8

業
務

収
入

1
,
7
9
6
,
3
0
9

税
収

等
収

入
1
,
4
1
4
,
5
9
3

国
県

等
補

助
金

収
入

3
2
8
,
7
8
2

使
用

料
及

び
手

数
料

収
入

2
8
,
8
6
8

そ
の

他
の

収
入

2
4
,
0
6
7

臨
時

支
出

2
6
,
8
1
5

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
2
6
,
8
1
4

そ
の

他
の

支
出

1
臨

時
収

入
1
5
,
0
7
7

業
務

活
動

収
支

△
 
5
0
,
2
2
6

【
投

資
活

動
収

支
】

投
資

活
動

支
出

2
7
4
,
1
9
2

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

5
7
,
5
6
4

基
金

積
立

金
支

出
1
0
7
,
0
0
8

投
資

及
び

出
資

金
支

出
3
7
9

貸
付

金
支

出
1
0
9
,
2
4
2

そ
の

他
の

支
出

0
投

資
活

動
収

入
1
9
9
,
6
1
8

国
県

等
補

助
金

収
入

1
8
,
2
0
2

基
金

取
崩

収
入

6
1
,
5
5
0

貸
付

金
元

金
回

収
収

入
1
1
6
,
5
0
8

資
産

売
却

収
入

3
,
1
1
5

そ
の

他
の

収
入

2
4
1

投
資

活
動

収
支

△
 
7
4
,
5
7
4

【
財

務
活

動
収

支
】

財
務

活
動

支
出

3
2
5
,
8
7
7

地
方

債
償

還
支

出
3
2
5
,
8
4
0

そ
の

他
の

支
出

3
7

財
務

活
動

収
入

4
4
2
,
9
4
4

地
方

債
発

行
収

入
4
4
2
,
6
1
7

そ
の

他
の

収
入

3
2
7

財
務

活
動

収
支

1
1
7
,
0
6
7

△
 
7
,
7
3
4

5
9
,
4
1
3

5
1
,
6
7
9

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
7
,
9
4
5

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額
△

 
1
,
3
7
4

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高
6
,
5
7
1

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

5
8
,
2
5
1

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高科

目
金

額

本
年

度
資

金
収

支
額
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 ３
．
連
結
の
財
務
書
類
 

(
1
)
 
貸
借
対
照
表
 

 
 
（
令
和

2
年

3
月

3
1
日
現
在
）
 

 

（
単

位
：

百
万

円
）

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

固
定

資
産

5
,
9
1
4
,
2
7
1

固
定

負
債

5
,
2
3
2
,
4
0
9

有
形

固
定

資
産

5
,
2
6
8
,
9
8
0

地
方

債
等

4
,
3
1
4
,
5
3
5

事
業

用
資

産
6
8
8
,
7
4
6

長
期

未
払

金
1
,
0
6
0

土
地

2
1
2
,
9
7
9

退
職

手
当

引
当

金
2
9
5
,
4
3
0

土
地

減
損

損
失

累
計

額
0

損
失

補
償

等
引

当
金

4
5
,
6
9
6

立
木

竹
1
4
,
8
6
0

そ
の

他
5
7
5
,
6
8
9

立
木

竹
減

損
損

失
累

計
額

0
流

動
負

債
4
7
0
,
3
5
1

建
物

9
2
5
,
4
5
6

1
年

内
償

還
予

定
地

方
債

等
3
9
7
,
4
6
3

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
1
6
,
5
2
9

未
払

金
1
1
,
2
8
4

建
物

減
損

損
失

累
計

額
△

 
3
9
2

未
払

費
用

7
0
6

工
作

物
1
2
3
,
6
8
9

前
受

金
1
,
8
7
8

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
1
,
7
7
6

前
受

収
益

1
4

工
作

物
減

損
損

失
累

計
額

0
賞

与
等

引
当

金
3
0
,
2
3
4

船
舶

3
,
8
4
7

預
り

金
2
7
,
7
4
8

船
舶

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
0
3
3

そ
の

他
1
,
0
2
4

船
舶

減
損

損
失

累
計

額
0

5
,
7
0
2
,
7
6
0

浮
標

等
1
,
7
4
5

【
純

資
産

の
部

】

浮
標

等
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
8
8

固
定

資
産

等
形

成
分

5
,
9
4
5
,
2
2
3

浮
標

等
減

損
損

失
累

計
額

0
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
5
,
7
3
3
,
7
0
3

航
空

機
0

他
団

体
出

資
等

分
1
2
8
,
0
7
7

航
空

機
減

価
償

却
累

計
額

0

航
空

機
減

損
損

失
累

計
額

0

そ
の

他
1
,
3
9
1

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

△
 
4
5
9

そ
の

他
減

損
損

失
累

計
額

0

建
設

仮
勘

定
7
,
8
5
5

イ
ン

フ
ラ

資
産

4
,
5
7
1
,
2
7
3

土
地

6
6
9
,
1
5
5

土
地

減
損

損
失

累
計

額
0

建
物

1
8
,
0
1
0

建
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
8
,
1
7
8

建
物

減
損

損
失

累
計

額
0

工
作

物
5
,
6
8
4
,
8
7
9

工
作

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
,
9
8
2
,
9
8
7

工
作

物
減

損
損

失
累

計
額

0

そ
の

他
1
0
,
8
1
0

そ
の

他
減

価
償

却
累

計
額

△
 
6
,
7
9
1

そ
の

他
減

損
損

失
累

計
額

0

建
設

仮
勘

定
1
8
6
,
3
7
6

物
品

2
4
,
4
2
1

物
品

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
5
,
4
6
0

物
品

減
損

損
失

累
計

額
0

無
形

固
定

資
産

1
3
,
7
0
5

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

3
8
2

そ
の

他
1
3
,
3
2
3

投
資

そ
の

他
の

資
産

6
3
1
,
5
8
5

投
資

及
び

出
資

金
2
8
,
2
0
9

有
価

証
券

4
2
6

出
資

金
2
7
,
7
8
3

そ
の

他
0

長
期

延
滞

債
権

1
0
,
6
4
8

長
期

貸
付

金
4
4
,
7
8
7

基
金

5
5
0
,
6
5
3

減
債

基
金

4
5
5
,
4
1
7

そ
の

他
9
5
,
2
3
6

そ
の

他
1
,
1
9
0

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
3
,
9
0
2

流
動

資
産

1
2
7
,
1
9
9

現
金

預
金

7
2
,
7
8
7

未
収

金
1
2
,
3
5
5

短
期

貸
付

金
4
5
2

基
金

3
0
,
5
0
0

財
政

調
整

基
金

8
,
4
4
5

減
債

基
金

2
2
,
0
5
5

棚
卸

資
産

1
1
,
3
1
4

そ
の

他
6
1
0

徴
収

不
能

引
当

金
△

 
8
1
8

繰
延

資
産

8
8
6

3
3
9
,
5
9
6

6
,
0
4
2
,
3
5
6

6
,
0
4
2
,
3
5
6

科
目

金
額

科
目

金
額

負
債

合
計

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計
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 (
2
)
 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
 

自
 
平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 
令
和

2
年

3
月

31
日
 

 

  
 

 
 

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
,
8
3
0
,
9
6
6

業
務
費
用

7
7
6
,
4
9
0

人
件
費

4
0
0
,
7
2
9

職
員
給
与
費

3
4
0
,
8
0
6

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

3
0
,
2
0
9

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
4
,
1
3
5

そ
の
他

5
,
5
7
9

物
件
費
等

2
8
3
,
8
7
4

物
件
費

8
9
,
5
2
2

維
持
補
修
費

9
0
,
0
8
6

減
価
償
却
費

9
5
,
9
2
2

そ
の
他

8
,
3
4
4

そ
の
他
の
業
務
費
用

9
1
,
8
8
6

支
払
利
息

3
5
,
4
5
5

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

8
5
0

そ
の
他

5
5
,
5
8
2

移
転
費
用

1
,
0
5
4
,
4
7
6

補
助
金
等

9
8
7
,
1
3
0

社
会
保
障
給
付

5
6
,
8
5
3

他
会
計
へ
の
繰
出
金

3
,
7
7
6

そ
の
他

6
,
7
1
6

経
常
収
益

1
3
2
,
9
0
5

使
用
料
及
び
手
数
料

9
8
,
3
0
8

そ
の
他

3
4
,
5
9
7

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

1
,
6
9
8
,
0
6
0

臨
時
損
失

3
3
,
3
8
3

災
害
復
旧
事
業
費

2
7
,
4
0
4

資
産
除
売
却
損

3
,
2
9
5

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

1
0
7

そ
の
他

2
,
5
7
6

臨
時
利
益

1
,
3
4
5

資
産
売
却
益

6
6
2

そ
の
他

6
8
3

純
行
政
コ
ス
ト

1
,
7
3
0
,
0
9
8

科
目

金
額
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 (
3
)
 
純
資
産
変
動
計
算
書
 

自
 

平
成

31
年

4
月

1
日
 

至
 

令
和

2
年

3
月

31
日
 

 
 

 
 

（
単

位
：

百
万

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
4
5
0
,
3
2
7

5
,
9
2
4
,
0
3
2

△
 
5
,
6
0
1
,
5
9
6

1
2
7
,
8
9
1

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
△

 
1
,
7
3
0
,
0
9
8

△
 
1
,
7
2
9
,
2
0
2

△
 
8
9
6

財
源

1
,
6
0
9
,
7
6
2

1
,
6
0
8
,
7
2
4

1
,
0
3
8

税
収

等
1
,
2
4
7
,
5
1
3

1
,
2
4
7
,
4
3
9

7
4

国
県

等
補

助
金

3
6
2
,
2
4
9

3
6
1
,
2
8
5

9
6
4

本
年

度
差

額
△

 
1
2
0
,
3
3
6

△
 
1
2
0
,
4
7
8

1
4
2

固
定

資
産

等
の

変
動

（
内

部
変

動
）

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

有
形

固
定

資
産

等
の

減
少

貸
付

金
・

基
金

等
の

増
加

貸
付

金
・

基
金

等
の

減
少

資
産

評
価

差
額

△
 
2
7

無
償

所
管

換
等

1
0
,
4
0
5

他
団

体
出

資
等

分
の

増
加

3
6
2

3
6
2

他
団

体
出

資
等

分
の

減
少

△
 
3
1
8

△
 
3
1
8

比
例

連
結

割
合

変
更

に
伴

う
差

額
0

0

そ
の

他
△

 
8
1
7

本
年

度
純

資
産

変
動

額
△

 
1
1
0
,
7
3
1

2
1
,
1
9
1

△
 
1
3
2
,
1
0
8

1
8
6

本
年

度
末

純
資

産
残

高
3
3
9
,
5
9
6

5
,
9
4
5
,
2
2
3

△
 
5
,
7
3
3
,
7
0
3

1
2
8
,
0
7
7

科
目

合
計

固
定

資
産

等
形

成
分

余
剰

分
（

不
足

分
）

他
団

体
出

資
等

分
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